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新築住宅の省エネルギー化推進に係る冊子等作成業務委託 

プロポーザル実施要項 

 

１ 業務内容 

 （１）業務名称 

   新築住宅の省エネルギー化推進に係る冊子等作成業務 

（２）業務内容 

   別紙「新築住宅の省エネルギー化推進に係る冊子等作成業務委託仕様書」（以下「仕

様書」という。）のとおり 

 （２）履行期間  

   契約の日から平成３０年３月３０日まで 

 （３）成果物納品場所 

 京都市都市計画局住宅室住宅政策課 

２ 予定価格及び支払条件 

（１）予定価格 ４，３５０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

（２）支払条件 委託料は完成払のみとし，前払金及び部分引渡しに係る委託料の支払

は行わない。 

３ 業務内容等の説明を記載した書類の交付方法 

京都市情報館の都市計画局のホームページにある新着情報「新築住宅の省エネルギー

化推進に係る冊子等作成業務委託に係る簡易公募型プロポーザルの実施について」から

ダウンロードし，Ａ４版の帳票として印刷のうえ使用すること。 

  ◆ホームページアドレス 

    http://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000210830.html 

４ 受託候補者に求める資格 

次の各号に掲げる事項のすべてを満たしていること。 

（１）京都市契約事務規則第２２条第２項に規定する指名競争入札有資格者名簿に登録し

ている者であること。 

（２）京都府内又はその周辺（大阪府，兵庫県，滋賀県，奈良県）に本店，支店又は営業

所を有すること。 

（３）参加表明の期限から選定結果の通知の日までの期間に，京都市競争入札等取扱要綱
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第２９条第１項の規定に基づく競争入札参加停止を受けていないこと。 

（４）当該業務と同種又は類似の業務について，国，地方公共団体，都市再生機構又は地

方住宅供給公社（これらに準じる組織を含む。）からの受託実績があること。ただし，

当該業務のプロポーザルの公告の日前１０年以内に業務を完了したものに限る。 

  同種の業務：住宅又は建築物の省エネルギーに係る調査・報告書等の作成業務  

類似の業務：住宅又は建築物に係る基準作成，調査・報告書等の作成業務 

（５）一級建築士又は技術士（建設部門）のいずれかの資格を有する技術者を配置するこ

と。 

５ 参加希望申出書の提出期限，提出先及び提出方法 

本件プロポーザルに参加を希望する者は，次の各号に基づき参加希望申出書等を提出

すること。 

（１）提出書類 

    提出に当たっては，各様式に記載された注意書きに十分留意し，作成すること。 

   ア 参加希望申出書（要領第１号様式） 

   イ 業務実績調書（要領第２号様式） 

   ウ 配置技術者調書（要領第３号様式） 

エ 配置技術者の技術士（建設部門）又は一級建築士の資格を証明する書類の写し 

（２）提出期限 

 持参・郵送とも平成２９年５月１２日（金）午後５時必着とする。 

持参の場合は，京都市の休日を定める条例第1条第1項に規定する本市の休日（以

下「休日」という。）を除く日の午前９時から午後５時までとする。ただし，正午か

ら午後１時までを除く。 

（３）提出先 

 京都市都市計画局住宅室住宅政策課 （担当 高橋，田中，井川） 

〒604-8571 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８ 

電話 ０７５－２２２－３６６６ 

（４）提出方法 

  持参又は郵送とする。郵送による場合は，配達されたことを電話にて確認するこ

と。 
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  提出部数は１部（クリップ留め）とする。 

６ 受託候補者としての資格を確認した結果についての通知及びその理由 

（１）資格の確認結果の通知方法及びその時期 

  確認結果は，５の（１）に掲げる書類を受領した日から休日を除く４日以内に，

書面により参加希望申出書の提出者に通知する。 

（２）資格がないと認めた理由の説明 

  参加希望申出書の提出者は，（１）の通知を受領した日から休日を除く５日以内に

書面により，資格がないと認めた理由について説明を求めることができる。これに

対する回答は，説明を求める書面を受領した日から休日を除く５日以内に書面によ

り行う。 

７ 質問の受付期間，提出先及び提出方法並びにその回答方法 

（１）受付期間及び提出方法 

本件に関する問合せは，書面（様式自由）により，平成２９年５月１２日（金）ま

でに持参，ＦＡＸ又は電子メールにて行うこととする（必ず着信確認を行うこと。）。    

なお，受付時間は，京都市の休日を定める条例第1条第1項に規定する本市の休日

（以下「休日」という。）を除く日の午前９時から午後５時までとする。ただし，正午

から午後１時までを除く。 

（２）提出先 

   京都市都市計画局住宅室住宅政策課 （担当 高橋，田中，井川） 

〒604-8571 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８ 

電話 ０７５－２２２－３６６６ 

ＦＡＸ ０７５－２２２－３５２６ 

電子メール house@city.kyoto.lg.jp 

すべての質問及び回答については，京都市都市計画局住宅室住宅政策課のホームペ

ージにおいて公開することとする。  

  ◆ホームページアドレス 

http://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000210830.html 

回答は，この要項と一体のものとして，要項と同等の効力を有するものとする。 
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８ 企画提案書の提出期限，提出先及び提出方法 

上記６の手続により，当該業務に係る受託候補者としての資格の確認を受け，資格を

有する旨の通知を受けた者は，次の各号に基づき，企画提案書を提出すること。 

（１）提出書類 

 企画提案書等（要領第４号様式から要領第８号様式まで） 

（２）提案事項 

 中小事業者の省エネに関する技術力向上を図り，事業者及び建築主の省エネ意識 

を高めるため，事業者から建築主への説明に用いる冊子として盛り込むべきと考え 

る内容について自由に提案すること。 

 （３）提出期限 

 平成２９年５月２２日（月）までとする。 

  なお，受付時間は，京都市の休日を定める条例第1条第1項に規定する本市の休

日（以下「休日」という。）を除く日の午前９時から午後５時までとする。ただし，

正午から午後１時までを除く。 

（４）提出先 

 ５の（３）と同じとする。 

（５）提出方法 

  持参又は郵送とする。郵送による場合は，配達されたことを電話にて確認するこ

と。提出部数は１部（クリップ留め）とする。 

９ 受託候補者の選定方法及び基準 

 （１）選定方法 

  受託候補者の選定は，提出された企画提案書により行う。 

  なお，「業務実施方針等」及び「提案事項等」の評価点（以下「本評価点」という）

の合計が，本評価点の最高得点（７６点）の合計の１/２以下（３８点以下）の場合，

受託候補者（次点を含む）に選定しない。 

（２）評価項目 

  ア 配置技術者の資格及び実績等 

（ア）統括責任者の資格，経験年数 

（イ）統括責任者の過去１０年間の同種又は類似実績 
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（ウ）主任技術者の資格，経験年数 

（エ）主任技術者の過去１０年間の同種又は類似実績 

（オ）担当者の資格，経験年数 

（カ）担当者の過去１０年間の同種又は類似実績 

イ 所在地 

     本店，支店又は営業所の所在地 

ウ 業務実施方針等 

（ア）業務の理解度 

（イ）業務実施方針の妥当性 

（ウ）業務実施手法の妥当性 

エ 提案事項等 

（ア）提案の的確性 

（イ）提案の独創性 

（ウ）提案の成果達成の期待度・実現性 

（エ）見積価格 

（３）評価基準及び評価点 

   別表「評価基準」及び評価点表のとおりとする。 

１０ 受託候補者の選定結果の通知方法及びその時期 

（１）通知の方法 

  選定結果については，８により企画提案書を提出した者に対し，平成２９年 

５月２５日（木）までに，書面により通知する。 

（２）選定されなかった理由の説明 

  （１）の通知を受領した日から休日を除く７日以内に書面により，選定されなか

った理由について説明を求めることができる。これに対する回答は，説明を求める

書面を受領した日から休日を除く７日以内に書面により行う。 

１１ その他 

書類の作成に用いる言語は日本語，通貨は日本円，単位は日本の標準時及び計量法

（平成４年法律第５１号）によるものとする。 

（都市計画局住宅室住宅政策課） 


